
 
 

§３－１－６ 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数の利用状況【北海道】 

 

335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査

結果に基づき、用途別の分布状況等を集計・分析するとともに、公共業務用のシス

テムのうち、国民の生命・財産に関わるおそれのある特に重要性の高いシステムに

ついては、無線設備の利用状況、利用体制の整備状況、デジタル技術の導入状況及

び移行・代替・廃止状況等を集計・分析し、その結果について、勘案事項及び評価

をとりまとめた。 

 

（１） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【北海道】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ名 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・防災 148 4,960 市町村防災用無線 等 

陸上・自営（主に公共分野） 126 12,886 列車無線 等 

陸上・自営（公共分野以外） 655 21,580 タクシー用無線 等 

陸上・電気通信業務 1 45 電気通信業務用デジタル 

空港無線電話通信 等 

陸上・放送 7 1,431 デジタル TV 放送 UHF 等 

陸上・放送事業 14 229 放送連絡用無線 等 

陸上・その他 44,467 68,135 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 127 1,247 マリンホーン 等 

海上・その他 323 495 衛星 EPIRB 等 

航空・航空通信 10 344 航空機用救命無線 等 

航空・その他 3 7 航空レジャー用無線 等 

衛星・その他 1 2 DCP 

その他・その他 23 268 実験局 等 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ名 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

その他・免許不要 21,340,358 （注 1） コードレス電話 等 

その他・電波天文（注 2） －（注 3） － 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

（注 1）平成 17 年度から平成 19 年度までの全国における出荷台数を合計した値 

（注 2）受動業務のシステム 

（注 3）調査対象外 
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図表－１－６－６ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 114,188 155,309 445,237 74,399 42,806 185,626 209,742 106,758 57,344 160,638 11,198 

平成20年度 111,477 149,821 473,325 68,011 39,438 177,451 212,847 106,269 55,743 150,428 11,227 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 

図表－１－６－７ 無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度  68,136 103,883 306,021  48,562  26,973 105,996 142,137  66,017  32,118 107,149   8,770 

平成20年度  69,084 103,609 351,017  47,784  26,301 112,312 156,826  72,698  34,988 107,023   8,934 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）
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（３） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る無線設備の利用状況

【北海道】 

本周波数区分を利用する 400MHz 帯の公共分野の電波利用システム（公共業務用無

線、水防道路用無線、ガス事業用無線、電気事業用無線等）の無線局の「運用時間

の分布」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① いずれの電波利用システムも、日中の利用については 80％を超える高い利用率を

示しているが、夜間、早朝の利用については、その用途に応じて、数％程度から

90％までと利用率に変動がある。 

② これらの電波利用システムは、非常災害時等においては、平時を大幅に上回る利

用が想定される。 

 

図表－１－６－８ 運用時間帯の分布（公共業務用無線・水防道路用無線 400MHz）【北海道】 
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図表－１－６－９ 運用時間帯の分布 

（道路管理用無線・ガス事業用無線・電気事業用無線・列車無線 400MHz）【北海道】 
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70%

80%

90%

100%

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz （*）

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz

（時刻）

10 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

* 該当システムなし

 

 
（４） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る非常時の体制整備状況

【北海道】 

本周波数区分を利用する防災及び公共分野の電波利用システム等の無線局の「災

害・故障時等の対策実施状況」、「復旧作業外部委託状況」及び「予備電源の保有状

況及び 大運用可能時間」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 災害・故障時の対応実施状況について「実施なし」とする回答を除いて比較する

と、県防災端末系無線と消防用無線は 100％と他の電波利用システムと比べ高い実

施率となっている。 

② 復旧対策外部委託状況では、「外部委託していない」とする回答を除いて比較する

と、その他の防災無線、県防災端末系無線、消防用無線が 100％となっており、高

い委託率となっている。 

③ 予備電源の保有状況は、県防災端末系無線、市町村防災用無線、消防用無線、水

防道路用無線、電気事業用無線はいずれも、90％を超える高い保有率となってい

る。 
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図表－１－６－１３ 復旧作業外部委託状況（内訳）【北海道】 

46.9%

100%

63.9%

45.2%

20.0%

16.7%

100%

8.8%

100%

8.3%

7.7%

20.0%

8.3%

44.4%

27 8%

47.1%

60.0%

75.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

*   【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全部〕又は〔一部〕を選択したシステム数を母数とした
データとしている。

当周波数帯の合計

その他の防災無線（固定局）400MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系無線（固定局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（固定局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線（固定局）400MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

公共業務用無線（固定局）400MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

 

図表－１－６－１４ 予備電源保有状況及び予備電源の 大運用可能時間【北海道】 

全ての無線局で保有 一部の無線局で保有 保有していない 3時間未満 3時間以上

県防災端末系無線 0% 100% 0% 0% 100%

県防災端末系デジタル無線 - - - - -

市町村防災用無線 70.1% 20.1% 9.8% 19.7% 80.3%

消防用無線 100% 0% 0% 0% 100%

公共業務用無線 38.1% 47.6% 14.3% 27.8% 72.2%

水防道路用無線 100% 0% 0% 0% 100%

道路管理用無線 50.0% 0% 50.0% 0% 100%

ガス事業用無線 25.0% 18.8% 56.3% 42.9% 57.1%

電気事業用無線 100% 0% 0% 0% 100%

列車無線 60.0% 20.0% 20.0% 0% 100%

固定多重通信用無線 - - - - -

*  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

予備電源の有無 予備電源の 大運用可能時間
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図表－１－６－１８ デジタル技術の導入予定【北海道】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 7.8% 4 0% 0 2.0% 1 15.7% 8 80.4% 41

公共業務用無線（固定局）400MHz 16.7% 1 0% 0 0% 0 0% 0 83.3% 5

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 6.7% 1 0% 0 0% 0 26.7% 4 73.3% 11

消防用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1

水防道路用無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 100% 1 0% 0 100% 1

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1

道路管理用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 50.0% 1 0% 0 0% 0 0% 0 50.0% 1

ガス事業用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 12.5% 2 87.5% 14

電気事業用無線（固定局）400MHz 100% 1 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - -

列車無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 40.0% 2 60.0% 3

固定多重通信用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - -

マリンホーン（固定局）350MHz - - - - - - - - - -

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 3

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

*2 当設問は複数回答を可としている。

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定

将来新しいデジタル
システム（又はナ
ロー化システム）に
ついて提示されれ
ば導入を検討予定

導入予定なし

 

 
（６） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局の移行・代替・廃止に関する

予定等【北海道】 

本周波数区分を利用する「陸上・自営（主に公共分野）」及び「陸上・自営（公共

分野以外）」の電波利用システム等の無線局の「他の電気通信サービス（有線系を含

む）への代替可能性」、「他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替完了予定

時期」、「他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替が困難な理由」及び「他

の周波数帯への移行の実施予定」並びに陸上・防災の電波利用システム等の「移行・

代替・廃止の実施予定」及び「移行・代替・廃止の完了予定時期」に係る集計結果

は、次のとおりである。 

① 「陸上・自営」の電波利用システムに係る他の電気通信サービスへの代替可能性

については、75％以上において「不可能」とする回答であり、「代替可能」とする

回答の割合が極めて低い。その理由として、「非常災害時等における信頼性が確保

できないため」及び「代替可能な電気通信サービス（有線系を含む）が提供され

ていないため」を挙げている回答が多い。 

② 「陸上・自営」の電波利用システムの 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジ

タル）への移行・代替・廃止については「未定」と回答する割合が高い。その理

由としては、経済状況の変化に伴う免許人の財政事情の悪化が考えられる。 
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図表－１－６－２１ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替が困難な理由【北海道】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 56.0% 14 20.0% 5 4.0% 1 8.0% 2 44.0% 11 12.0% 3

消防用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - - - -

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 100% 1 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0

水防道路用無線（固定局）400MHz 100% 1 0% 0 100% 1 0% 0 100% 1 0% 0

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 100% 1 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1 0% 0

道路管理用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - - - -

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 50.0% 1 0% 0 0% 0 0% 0 100% 2 0% 0

ガス事業用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - - - -

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 66.7% 8 16.7% 2 0% 0 8.3% 1 16.7% 2 8.3% 1

電気事業用無線（固定局）400MHz 100% 1 100% 1 0% 0 0% 0 100% 1 0% 0

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - - - -

列車無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - - - -

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz 25.0% 1 25.0% 1 0% 0 25.0% 1 75.0% 3 25.0% 1

固定多重通信用無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - - - -

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - - - -

マリンホーン（固定局）350MHz - - - - - - - - - - - -

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz 0% 0 33.3% 1 0% 0 0% 0 33.3% 1 33.3% 1

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔代替不可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。
*3  当設問は複数回答を可としている。

その他
非常災害時等におけ
る信頼性が確保でき
ないため

経済的な理由のた
め

地理的に制約があ
るため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能な電気通
信サービス（有線系
を含む。）が提供さ
れていないため

 

 

図表－１－６－２２ 他の周波数帯への移行の実施予定【北海道】 

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

水防道路用無線（固定局）400MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

道路管理用無線（固定局）400MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

ガス事業用無線（固定局）400MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線（固定局）400MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

列車無線（固定局）400MHz

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz

固定多重通信用無線（固定局）400MHz

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）

マリンホーン（固定局）350MHz

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz
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図表－１－６－２３ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の実施予定【北海道】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

その他の防災無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 2

県防災端末系無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線（固定局）400MHz - - - - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz - - - - - - - - - -

市町村防災用無線（固定局）400MHz 7.3% 3 12.2% 5 0% 0 0% 0 82.9% 34

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 4.5% 6 6.8% 9 0% 0 0.8% 1 88.7% 118

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

*2 当設問は複数回答を可としている。

60MHz帯（デジタル）
に移行する予定

260MHz帯（デジタ
ル）に移行する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定 未定

 

 

図表－１－６－２４ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の完了予定時期【北海道】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
（平成26年
度以降）

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
他の電気通信手段に代替完了予定 - - - - - - -

廃止完了予定 - - - - - - -

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
他の電気通信手段に代替完了予定 - - - - - - -

廃止完了予定 - - - - - - -

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
他の電気通信手段に代替完了予定 - - - - - - -

廃止完了予定 - - - - - - -

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 - - - - - - -
他の電気通信手段に代替完了予定 - - - - - - -

廃止完了予定 - - - - - - -

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 33.3% 33.3% 0% 0% 0% 33.3%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 20.0% 0% 20.0% 0% 60.0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 16.7% 50.0% 16.7% 0% 0% 0% 16.7%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 11.1% 0% 11.1% 0% 77.8%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0%

*1  【60MHz帯（デジタル）又は260MHz帯（デジタル）への移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

そのため、移行、代替、廃止を予定しているシステムが存在しない場合は、それぞれの選択肢で〔0%〕と表記している。
*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

その他の防災無線（固定局）400MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系無線（固定局）400MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（固定
局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（基地
局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線（固定局）400MHz
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図表－１－６－２５ 移行、代替、廃止の実施予定【北海道】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

公共業務用無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 100% 6

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 6.7% 1 0% 0 93.3% 14

* 当設問は複数回答を可としている。

将来移行可能な周
波数帯が提示され
れば検討

他の周波数帯に移
行する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定

 

 

図表－１－６－２６ 移行、代替、廃止の完了予定時期【北海道】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
7年以内
（平成
26年度中）

7年超
8年以内
（平成
27年度中）

8年超
9年以内
（平成
28年度中）

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

* 【移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

   そのため、移行、代替、廃止を予定しているシステムが存在しない場合は、それぞれの選択肢で〔0%〕と表記している。

公共業務用無線（固定局）400MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地
局）400MHz

 

 
（７） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向 

400MHz 帯を利用するデジタル方式の簡易無線に関する技術的条件について、平成

20 年 3 月に情報通信審議会から答申が出され、その後、制度化された。本システム

は、機器のコストダウンを考慮して技術基準を策定しており、今後の普及が見込ま

れる。 

地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い、710MHz-770MHz の周波数帯が空くこと

から、平成 24 年 7 月 25 日より、710MHz-730MHz を ITS（高度道路交通システム）に、

730MHz-770MHzを携帯電話等の電気通信業務用に使用できるように平成19年 12月に

周波数割当計画を変更した。現在、これらのシステムについて、導入に向けた検討

が進められているところである。 

 

② 電波に関する需要の動向 

400MHz 帯を使用する簡易無線局数が増加傾向にあるが、本周波数帯のアマチュア

局の局数は減少し、横ばい状況にあり、これは今後も続くものと考えられる。 

本周波数帯は、移動通信に適した電波伝搬特性を有するとともに無線設備の小型

化が容易であることから、今後も一定の需要が見込まれる。 

また、地上テレビジョン放送の周波数再編後には新たなシステムの導入が予定さ

れている。 

なお、350MHz 帯を使用するマリンホーンについては、全国的に北海道管内におけ

る利用無線局数が多いものの、平成 17 年度と平成 20 年度の無線局数を比較すると

18.5％減少しており、無線局数は減少傾向にある。
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図表－１－６－２７ マリンホーンの無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成17年度 平成20年度

平成17年度  1,364    942      0      0    559    154      0      0     41    107      0 

平成20年度 1111 662 0 0 474 109 0 0 7 0 0

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

 

③ 周波数割当ての動向 

WRC-07 において、450MHz-470MHz 帯及び 470MHz-806MHz 帯について、新たに地上

系の IMT に特定されたことを踏まえ、日本においては、周波数の使用状況を考慮し、

平成 20 年 1 月に周波数割当計画の変更を行い、730MHz-770MHz 帯の周波数帯を新た

に地上系の IMT に特定した。 

 

（８） 評価 

本周波数帯は、防災無線、公共分野の自営無線、放送（アナログテレビジョン・

デジタルテレビジョン）等、多様の重要な電波利用システムに利用されるとともに、

アマチュア無線、簡易無線、タクシー無線等にも広く利用されている。 

アマチュア局を除く無線局数はやや増加傾向にあり、これらの電波利用システム

の重要性から判断すると、適切に利用されているものと認められる。 

地上テレビション放送のデジタル化後に空く周波数帯を、ITS 及び携帯電話等の電

気通信業務用として利用することとしていることから、これらの新しい無線システ

ムの導入に向けた検討が円滑に進展していくことが望まれる。 

なお、個別の電波システムに関する評価は以下のとおりである。 

350MHz 帯を使用するマリンホーンについては、北海道管内の利用無線局数は多い

ものの全国的に見た場合、地域的な偏在や無線局の減少傾向を踏まえ、他の無線シ

ステムによる代替等、今後の運用形態について検討していくことが望ましい。 

400MHz 帯を使用するアナログ方式のタクシー無線については、タクシー無線の需

要増を吸収しつつ、周波数の有効利用を図るため、デジタル化を推進し平成 28 年 5

月 31 日までに廃止することが適当である。 

400MHz 帯を使用するアナログ方式の簡易無線は、周波数割当計画に示す方針に基
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づき、平成 34 年 11 月 30 日までに廃止することが適当である。 

400MHz 帯を使用する防災無線については、デジタル化に伴う防災無線の周波数の

統一の観点から、260MHz 帯への移行を促進するとともに、現在、400MHz 帯を使用し

ている防災行政用無線の無線機器については、その耐用年数に従い、自然減として

いくことが適当である。 

400MHz 帯を使用する電気事業用無線については、データ通信等の需要に対応する

とともに、周波数の有効利用を図るため、デジタル化や狭帯域化を推進し、平成 23

年 5 月 31 日までにアナログ方式を廃止することが適当である。 

400MHz 帯を使用する AVM サインポストシステムについては、現在の無線局（無線

標定陸上局）数が「0 局」であり、今後も開設される見込みがないことから、当該シ

ステムへの周波数分配を削除することが適当である。 

本周波数帯を使用する、陸上・自営系無線について、現在、アナログ方式を採用

している無線機器は、周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を

促進していくことが望ましい。 
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